
平 成 ２ ９ 年 度 東 京 都 市 町 村 当 初 予 算 （ 普 通 会 計 ） の 概 要

１ は じ め に

この資料は、東京都市町村の財政状況を把握し、各団体の財政運営に貢献することを目

的として、地方自治法に基づく「地方財政状況調査」の例により、平成２９年度東京都市

町村当初予算の編成状況をとりまとめたものである。

２ 予 算 規 模

東京都市町村の平成２９年度普通会計当初予算額は、１兆５，５０６億３５百万円で、

前年度（１兆５，４２７億５百万円）に比較して７９億３０百万円、０．５％の増となっ

た。

なお、地方財政計画の伸び率は０．４％の増、特別区の普通会計予算は２．３％の増、

国の一般会計予算は０．８％の増、東京都の一般会計予算は０．８％の減である。

＜注＞ ３９団体中、東久留米市が暫定予算であり、本項以降の記述及び表については、

東久留米市を除いて作成した。
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予算額が増加したのは１９団体（１０市、３町、６村）で、減少したのは１９団体

（１５市、２町、２村）である。対前年度伸び率が５％以上の団体は７団体であり、

△５％以下の団体は６団体であった。

予 算 規 模 伸 び 率 分 布 状 況

（単位：団体）

伸 び 率 市 町 村 計 前 年 度 計

１５％ 以上 １ ２ ３ ０

１０ ～ １５％ ０ ０ ０ １

５ ～ １０％ ０ ４ ４ ６

０ ～ ５％ ９ ３ １２ １９

０ ～△ ５％ １２ １ １３ ６

△ ５ ～△１０％ ３ ２ ５ ４

△１０ ～△１５％ ０ ０ ０ ０

△１５％ 以下 ０ １ １ ２

計 ２５ １３ ３８ ３８

３ 歳 入 の 状 況

主な歳入の内訳は、次のとおりである。

構成比 伸び率

地 方 税 ７，０７５億２６百万円（４５．６％ １．０％）

地 方 交 付 税 ４４９億５４百万円（ ２．９％ △ １．３％）

国 庫 支 出 金 ２，５７４億２９百万円（１６．６％ △ ０．２％）

都 支 出 金 ２，１６３億６９百万円（１４．０％ ２．２％）

地 方 債 ７３７億３５百万円（ ４．８％ △ ５．７％）

一般財源（８，６２１億００百万円）

歳入総額に占める一般財源の割合は５５．６％で、前年度（５６．１％）を０．５

ポイント下回った。

① 地方税（７，０７５億２６百万円）

前年度（７，００８億４８百万円）に比べ１．０％の増となった。

主な税金の種類別の特徴は次のとおり。

ア 市町村民税所得割は、景気回復による個人所得の伸びを見込み、前年度に比べ１．

７％の増となった。

イ 市町村民税法人税割は、税制改正の影響を見込み、前年度に比べ５．０％の減と

なった。

ウ 固定資産税は、前年度に比べ１．４％の増となった。これは、新築家屋の増など

を見込み、家屋が３．０％の増となったことなどによる。

エ たばこ税は、売上本数の減少による減収を見込み、前年度に比べ２．２％の減と

なった。

主 な 税 金 の 種 類 別 状 況

（単位：百万円、％）

② 地方譲与税（６６億８百万円）

前年度（６５億６１百万円）に比べ０．７％の増となった。これは、自動車重量譲

与税が５．８％の減となった一方で、地方揮発油譲与税が１５．１％の増となったこ

となどによる。

③ 地方特例交付金（２８億４３百万円）

前年度（２６億７６百万円）に比べ６．２％の増となった。

④ 地方交付税（４４９億５４百万円）

前年度（４５５億５５百万円）に比べ１．３％の減となった。内訳は、普通交付税

が１．５％の減、特別交付税が０．２％の増などである。

なお、国の平成２９年度地方財政計画における地方交付税総額は、前年度に比べて

２．３％の減となっている。

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

地方税

う

ち

市町村民税

う

ち

所得割

法人税割 △

固定資産税

内

訳

土地 △

家屋

償却資産

た ば こ 税 △

都 市 計 画 税

- 2 -



予算額が増加したのは１９団体（１０市、３町、６村）で、減少したのは１９団体

（１５市、２町、２村）である。対前年度伸び率が５％以上の団体は７団体であり、

△５％以下の団体は６団体であった。

予 算 規 模 伸 び 率 分 布 状 況

（単位：団体）

伸 び 率 市 町 村 計 前 年 度 計

１５％ 以上 １ ２ ３ ０

１０ ～ １５％ ０ ０ ０ １

５ ～ １０％ ０ ４ ４ ６

０ ～ ５％ ９ ３ １２ １９

０ ～△ ５％ １２ １ １３ ６

△ ５ ～△１０％ ３ ２ ５ ４

△１０ ～△１５％ ０ ０ ０ ０

△１５％ 以下 ０ １ １ ２

計 ２５ １３ ３８ ３８

３ 歳 入 の 状 況

主な歳入の内訳は、次のとおりである。

構成比 伸び率

地 方 税 ７，０７５億２６百万円（４５．６％ １．０％）

地 方 交 付 税 ４４９億５４百万円（ ２．９％ △ １．３％）

国 庫 支 出 金 ２，５７４億２９百万円（１６．６％ △ ０．２％）

都 支 出 金 ２，１６３億６９百万円（１４．０％ ２．２％）

地 方 債 ７３７億３５百万円（ ４．８％ △ ５．７％）

一般財源（８，６２１億００百万円）

歳入総額に占める一般財源の割合は５５．６％で、前年度（５６．１％）を０．５

ポイント下回った。

① 地方税（７，０７５億２６百万円）

前年度（７，００８億４８百万円）に比べ１．０％の増となった。

主な税金の種類別の特徴は次のとおり。

ア 市町村民税所得割は、景気回復による個人所得の伸びを見込み、前年度に比べ１．

７％の増となった。

イ 市町村民税法人税割は、税制改正の影響を見込み、前年度に比べ５．０％の減と

なった。

ウ 固定資産税は、前年度に比べ１．４％の増となった。これは、新築家屋の増など

を見込み、家屋が３．０％の増となったことなどによる。

エ たばこ税は、売上本数の減少による減収を見込み、前年度に比べ２．２％の減と

なった。

主 な 税 金 の 種 類 別 状 況

（単位：百万円、％）

② 地方譲与税（６６億８百万円）

前年度（６５億６１百万円）に比べ０．７％の増となった。これは、自動車重量譲

与税が５．８％の減となった一方で、地方揮発油譲与税が１５．１％の増となったこ

となどによる。

③ 地方特例交付金（２８億４３百万円）

前年度（２６億７６百万円）に比べ６．２％の増となった。

④ 地方交付税（４４９億５４百万円）

前年度（４５５億５５百万円）に比べ１．３％の減となった。内訳は、普通交付税

が１．５％の減、特別交付税が０．２％の増などである。

なお、国の平成２９年度地方財政計画における地方交付税総額は、前年度に比べて

２．３％の減となっている。

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

地方税

う

ち

市町村民税

う

ち

所得割

法人税割 △

固定資産税

内

訳

土地 △

家屋

償却資産

た ば こ 税 △

都 市 計 画 税

- 3 -



その他の財源（６，８８５億３５百万円）

①  国庫支出金（２，５７４億２９百万円）

前年度（２，５７９億４３百万円）に比べ０．２％の減となった。これは、普通建

設事業費支出金が４．７％の減となった一方で、生活保護費負担金が０．８％の増、

児童保護費負担金が１６．９％の増となったことなどによる。

国 庫 支 出 金 の 状 況

（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

国 庫 支 出 金 △

内

訳

生 活 保 護 費 負 担 金

児 童 保 護 費 負 担 金

普通建設事業費支出金 △

そ の 他 △

②  都支出金（２，１６３億６９百万円）

前年度（２，１１７億１９百万円）に比べ２．２％の増となった。これは、普通建

設事業費支出金が１３ ６％の減、参議院議員選挙に伴う委託金の減などにより委託金

が１０ ６％の減となった一方で、子育て推進交付金の増などによりその他の都支出金

が６．１％の増となったことなどによる。

都 支 出 金 の 状 況

（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

都 支 出 金

内

訳

普通建設事業費支出金 △

災害復旧事業費支出金

委 託 金 △

そ の 他

③ 繰入金（５８５億２６百万円）

前年度（４７３億４５百万円）に比べ２３．６％の増となった。うち基金からの繰

入金は３．６％の増となった。内訳は、財政調整基金からの繰入れが１．０％の増、

減債基金からの繰入れが１９．５％の増、特定目的基金等からの繰入れが５．４％の

増となっている。

基 金 か ら の 繰 入 金 の 状 況

（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

基 金

内

訳

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

特 定 目 的 基 金等

④ 地方債（７３７億３５百万円）

前年度（７８２億２２百万円）に比べ５．７％の減となった。これは、一般単独事

業債が２２．６％の増、臨時財政対策債（※）が３．８％の増となった一方で、振興

基金が２７．５％の減となったことなどによる。

なお、臨時財政対策債の計上額（ ２ ９年度２２３億１３ 百万円、２ ８年度

２１５億５百万円）を除くと、地方債の増減率は９．３％減となっている。

（※ 平成２９年度の地方債計画では、臨時財政対策債の計上額を、前年度に比べ、

６．８％の増としている。）
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地 方 債 の 状 況

（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

地 方 債 △

内

訳

公 共 事 業 等

公 営 住 宅 建 設 事 業 △

学校教育施設等整備事業 △

社会福祉施設整備事業

一 般 廃 棄 物 処 理 事 業

一般補助施設整備等事業

一 般 単 独 事 業

辺 地 対 策 事 業

過 疎 対 策 事 業

公共用地先行取得等事業

全 国 防 災 事 業 皆減

臨 時 財 政 対 策

そ の 他 事 業 △

振 興 基 金 △

４ 歳 出 の 状 況

目的別歳出の状況

主な目的別歳出の内訳は、次のとおりである。

構成比 伸び率

総 務 費 １，７３３億９７百万円（１１．２％ ８．３％）

民 生 費 ７，５５３億２３百万円（４８．７％ ２．０％）

衛 生 費 １，３０３億９６百万円（ ８．４％ △ ０．９％）

土 木 費 １，４６４億２０百万円（ ９．４％ △ ５．１％）

教 育 費 １，６５３億３３百万円（１０．７％ △ ５．４％）

① 総務費（１，７３３億９７百万円）

前年度（１，６００億７３百万円）に比べ８．３％の増となった。これは、庁舎建

設に関する基金への積立金の増などにより総務管理費が１０．９％の増となったこと

などによる。

総 務 費 の 状 況
（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

総 務 費

う

ち

総 務 管 理 費

徴 税 費 △

選 挙 費

統 計 調 査 費 △

② 民生費（７，５５３億２３百万円）

前年度（７，４０４億８０百万円）に比べ２．０％の増となり、歳出総額に占める

割合は４８．７％と平成６年度以降２４年連続で目的別区分の第１位となっている。

社会福祉費については、障害者自立支援関係経費が増となっているものの、臨時福

祉給付金事業関係経費の減などにより０．８％の減となった。

老人福祉費については、介護保険事業への繰出の増などにより２．５％の増となっ

た。

児童福祉費については、待機児童対策に伴う保育所整備・運営関係経費の増などに

より４．３％の増となった。

生活保護費については、景気回復基調にあるものの、高齢者の被保護世帯数の増な

どにより０．８％の増となった。
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地 方 債 の 状 況

（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

地 方 債 △

内

訳

公 共 事 業 等

公 営 住 宅 建 設 事 業 △

学校教育施設等整備事業 △

社会福祉施設整備事業

一 般 廃 棄 物 処 理 事 業

一般補助施設整備等事業

一 般 単 独 事 業

辺 地 対 策 事 業

過 疎 対 策 事 業

公共用地先行取得等事業

全 国 防 災 事 業 皆減

臨 時 財 政 対 策

そ の 他 事 業 △

振 興 基 金 △

４ 歳 出 の 状 況

目的別歳出の状況

主な目的別歳出の内訳は、次のとおりである。

構成比 伸び率

総 務 費 １，７３３億９７百万円（１１．２％ ８．３％）

民 生 費 ７，５５３億２３百万円（４８．７％ ２．０％）

衛 生 費 １，３０３億９６百万円（ ８．４％ △ ０．９％）

土 木 費 １，４６４億２０百万円（ ９．４％ △ ５．１％）

教 育 費 １，６５３億３３百万円（１０．７％ △ ５．４％）

① 総務費（１，７３３億９７百万円）

前年度（１，６００億７３百万円）に比べ８．３％の増となった。これは、庁舎建

設に関する基金への積立金の増などにより総務管理費が１０．９％の増となったこと

などによる。

総 務 費 の 状 況
（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

総 務 費

う

ち

総 務 管 理 費

徴 税 費 △

選 挙 費

統 計 調 査 費 △

② 民生費（７，５５３億２３百万円）

前年度（７，４０４億８０百万円）に比べ２．０％の増となり、歳出総額に占める

割合は４８．７％と平成６年度以降２４年連続で目的別区分の第１位となっている。

社会福祉費については、障害者自立支援関係経費が増となっているものの、臨時福

祉給付金事業関係経費の減などにより０．８％の減となった。

老人福祉費については、介護保険事業への繰出の増などにより２．５％の増となっ

た。

児童福祉費については、待機児童対策に伴う保育所整備・運営関係経費の増などに

より４．３％の増となった。

生活保護費については、景気回復基調にあるものの、高齢者の被保護世帯数の増な

どにより０．８％の増となった。
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民 生 費 の 状 況

（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

民 生 費

う

ち

社 会 福 祉 費 △

老 人 福 祉 費

児 童 福 祉 費

生 活 保 護 費

③ 衛生費（１，３０３億９６百万円）

前年度（１，３１５億３２百万円）に比べ０．９％の減となった。これは、保健衛

生費が０．３％の増となった一方で、クリーンセンターの新設に関する費用の減など

により清掃費が１．６％の減となったことなどによるものである。

衛 生 費 の 状 況
（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

衛 生 費 △

内

訳

保 健 衛 生 費

結 核 対 策 費 △

保 健 所 費

清 掃 費 △

④ 土木費（１，４６４億２０百万円）

前年度（１，５４３億６８百万円）に比べ５．１％の減となり、歳出総額に占める

割合は９．４％と、前年度（１０．０％）を０．６ポイント下回った。

これは、駅自由通路整備事業費の減などにより道路橋梁費が６．８％の減、都市計

画道路整備事業費の減などにより都市計画費が４．１％の減となったことなどによる。

土 木 費 の 状 況

（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

土 木 費 △

内

訳

土 木 管 理 費

道 路 橋 梁 費 △

都 市 計 画 費 △

内

訳

街 路 費 （ ） △

公 園 費 （ ）

下 水 道 費 （ ） △

区画整理費等 （ ） △

そ の 他 △

（注） 内の構成比は、都市計画費総額に対する構成比である。

⑤ 教育費（１，６５３億３３百万円）

前年度（１，７４７億３０百万円）から比べ５．４％の減となった。歳出総額に占

める割合は１０．７％であり、前年度（１１．３％）より０．６ポイント下回った。

内訳を見ると、小中学校の大規模改修工事や空調設置工事などの減により小学校費

が１４．６％の減、中学校費が１３．５％の減、学校給食センター新築工事の終了な

どにより保健体育費が２．１％の減となっている。

教 育 費 の 状 況

（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

教 育 費 △

内

訳

教 育 総 務 費

小 学 校 費 △

中 学 校 費 △

社 会 教 育 費

保 健 体 育 費 △

そ の 他
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民 生 費 の 状 況

（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

民 生 費

う

ち

社 会 福 祉 費 △

老 人 福 祉 費

児 童 福 祉 費

生 活 保 護 費

③ 衛生費（１，３０３億９６百万円）

前年度（１，３１５億３２百万円）に比べ０．９％の減となった。これは、保健衛

生費が０．３％の増となった一方で、クリーンセンターの新設に関する費用の減など

により清掃費が１．６％の減となったことなどによるものである。

衛 生 費 の 状 況
（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

衛 生 費 △

内

訳

保 健 衛 生 費

結 核 対 策 費 △

保 健 所 費

清 掃 費 △

④ 土木費（１，４６４億２０百万円）

前年度（１，５４３億６８百万円）に比べ５．１％の減となり、歳出総額に占める

割合は９．４％と、前年度（１０．０％）を０．６ポイント下回った。

これは、駅自由通路整備事業費の減などにより道路橋梁費が６．８％の減、都市計

画道路整備事業費の減などにより都市計画費が４．１％の減となったことなどによる。

土 木 費 の 状 況

（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

土 木 費 △

内

訳

土 木 管 理 費

道 路 橋 梁 費 △

都 市 計 画 費 △

内

訳

街 路 費 （ ） △

公 園 費 （ ）

下 水 道 費 （ ） △

区画整理費等 （ ） △

そ の 他 △

（注） 内の構成比は、都市計画費総額に対する構成比である。

⑤ 教育費（１，６５３億３３百万円）

前年度（１，７４７億３０百万円）から比べ５．４％の減となった。歳出総額に占

める割合は１０．７％であり、前年度（１１．３％）より０．６ポイント下回った。

内訳を見ると、小中学校の大規模改修工事や空調設置工事などの減により小学校費

が１４．６％の減、中学校費が１３．５％の減、学校給食センター新築工事の終了な

どにより保健体育費が２．１％の減となっている。

教 育 費 の 状 況

（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

教 育 費 △

内

訳

教 育 総 務 費

小 学 校 費 △

中 学 校 費 △

社 会 教 育 費

保 健 体 育 費 △

そ の 他
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性質別歳出の状況

主な性質別歳出の内訳は、次のとおりである。

構成比 伸び率

人 件 費 ２，２４２億８３百万円（１４．５％ △ １．０％）

扶 助 費 ４，６３１億２６百万円（２９．９％ ２．６％）

公 債 費 ８５４億７４百万円（ ５ ５％ △ ０．６％）

普 通 建 設 事 業 費 １，６２９億００百万円（１０．５％ △ ８．８％）

物 件 費 ２，４９３億１７百万円（１６．１％ ０．９％）

義務的経費、投資的経費の状況
（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

総 額

内

訳

義 務 的 経 費

内

訳

人 件 費 △

扶 助 費

公 債 費 △

投 資 的 経 費 △

内

訳

普通建設事業費 △

災害復旧事業費 △

失業対策事業費 － － －

そ の 他 の 経 費

う

ち

物 件 費

補 助 費 等

繰 出 金

① 義務的経費（７，７２８億８３百万円）

前年度（７，６３７億７４百万円）に比べ１．２％の増となった。

歳出総額に占める割合は、４９．９％で前年度（４９ ５％）を０．４ポイント上回っ

た。

ア 人件費（２，２４２億８３百万円）

前年度（２，２６５億９５百万円）と比べ１．０％の減となった。これは、退職

者数の減により退職金が１０．６％の減となったことなどによる。

（※人件費における上記の増減率は事業費支弁人件費控除後の比率である。）

人 件 費 の 状 況
（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

人 件 費 合 計 △

内

訳

議 員 報 酬 手 当

委 員 等 報 酬

市町村等特別職の給与

職 員 給

地方公務員共済組合負担金 △

退 職 金 △

そ の 他

事 業 費 支 弁 人 件 費 △ △ △

イ 扶助費（４，６３１億２６百万円）

前年度（４，５１１億９４百万円）に比べ２．６％の増となり、平成１２年度以

降１８年連続の増加となった。これは、障害者自立支援関係経費の増、民間保育所

運営委託費の増などによる。

ウ 公債費（８５４億７４百万円）

前年度（８５９億８５百万円）に比べ０．６％の減となった。市では、２５市中

１４市、町村では１３町村中９町村で減少となっている。
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性質別歳出の状況

主な性質別歳出の内訳は、次のとおりである。

構成比 伸び率

人 件 費 ２，２４２億８３百万円（１４．５％ △ １．０％）

扶 助 費 ４，６３１億２６百万円（２９．９％ ２．６％）

公 債 費 ８５４億７４百万円（ ５ ５％ △ ０．６％）

普 通 建 設 事 業 費 １，６２９億００百万円（１０．５％ △ ８．８％）

物 件 費 ２，４９３億１７百万円（１６．１％ ０．９％）

義務的経費、投資的経費の状況
（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

総 額

内

訳

義 務 的 経 費

内

訳

人 件 費 △

扶 助 費

公 債 費 △

投 資 的 経 費 △

内

訳

普通建設事業費 △

災害復旧事業費 △

失業対策事業費 － － －

そ の 他 の 経 費

う

ち

物 件 費

補 助 費 等

繰 出 金

① 義務的経費（７，７２８億８３百万円）

前年度（７，６３７億７４百万円）に比べ１．２％の増となった。

歳出総額に占める割合は、４９．９％で前年度（４９ ５％）を０．４ポイント上回っ

た。

ア 人件費（２，２４２億８３百万円）

前年度（２，２６５億９５百万円）と比べ１．０％の減となった。これは、退職

者数の減により退職金が１０．６％の減となったことなどによる。

（※人件費における上記の増減率は事業費支弁人件費控除後の比率である。）

人 件 費 の 状 況
（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

人 件 費 合 計 △

内

訳

議 員 報 酬 手 当

委 員 等 報 酬

市町村等特別職の給与

職 員 給

地方公務員共済組合負担金 △

退 職 金 △

そ の 他

事 業 費 支 弁 人 件 費 △ △ △

イ 扶助費（４，６３１億２６百万円）

前年度（４，５１１億９４百万円）に比べ２．６％の増となり、平成１２年度以

降１８年連続の増加となった。これは、障害者自立支援関係経費の増、民間保育所

運営委託費の増などによる。

ウ 公債費（８５４億７４百万円）

前年度（８５９億８５百万円）に比べ０．６％の減となった。市では、２５市中

１４市、町村では１３町村中９町村で減少となっている。

- 11 -



② 投資的経費（１，６２９億４３百万円）

前年度（１，７８８億５５百万円）に比べ８．９％の減となった。

なお、歳出総額に占める割合は１０．５％で、前年度（１１．６％）を１．１ポイント

下回った。

ア 普通建設事業費（１，６２９億００百万円）

前年度（１，７８６億７０百万円）に比べ８．８％の減となった。

内訳を見ると、補助事業費が１５．１％の減、単独事業費が６．１％の減となっ

た。

普 通 建 設 事 業 費 の 状 況
（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

普 通 建 設 事 業 費 △

内

訳

補 助 事 業 費 △

単 独 事 業 費 △

そ の 他

普通建設事業費主要目的別内訳
（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

普 通 建 設 事 業 費 △

う

ち

土 木 費 △

教 育 費 △

総 務 費

民 生 費 △

衛 生 費 △

イ 災害復旧事業費（４３百万円）

前年度（１億８６百万円）に比べ７６．７％の減となった。これは、道路災害復

旧事業が減となったことなどによる。

③ その他の経費（６，１４８億８百万円）

ア 物件費（２，４９３億１７百万円）

前年度（２，４７２億３百万円）に比べ０．９％の増となった。これは、システ

ム更改経費の増、指定管理者制度導入に伴う委託費の増などによる。

イ 補助費等（１，５１７億８８百万円）

前年度（１，４９７億９８百万円）に比べ１．３％の増となった。これは、保育

事業に関する補助金が増となったことなどによる。

ウ 繰出金（１，８０６億８０百万円）

前年度（１，７８９億９２百万円）に比べ０．９％の増となった。

内訳を見ると、下水道事業への繰出金で６．０％の減、国民健康保険事業（事業

勘定）への繰出金で０．４％の減、介護保険事業（保険事業勘定）への繰出金で３．

８％の増、後期高齢者医療事業への繰出金で１．４％の増となっている。

繰 出 金 の 状 況
（単位：百万円、％）

区 分 予 算 額 構 成 比 増 減 率

繰 出 金

う

ち

下 水 道 事 業 △

国民健康保険事業（事業勘定） △

介護保険事業（保険事業勘定）

後 期 高 齢 者 医 療 事 業
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